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○茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付要綱 

平成16年３月30日 

告示第91号 

改正 平成16年10月19日告示第220号 

平成23年３月29日告示第140号 

平成30年３月12日告示第81号 

令和２年３月27日告示第98号 

令和３年３月29日告示第96号 

令和３年５月28日告示第148号 

令和５年３月29日告示第92号 

令和６年３月28日告示第109号 

令和７年３月28日告示第97号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内中小企業者の受注及び販路開拓を促進、支援するため、市内中

小企業者及び企業グループが展示会、見本市等へ出展する経費に対し、予算の範囲内で

補助金を交付することについて、茅野市補助金等交付規則（昭和39年茅野市規則第６

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 中小企業者 中小企業法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に該当するもの

で、日本標準産業分類（平成25年総務省告示第405号）に定める分類表のうち、次の

いずれかに該当するものをいう。 

ア 別表に定める事業を主たる事業として営むもの 

イ ア以外のものが別表に定める事業を行う場合であって受注及び販路開拓を促進、

支援する必要があると市長が認めるもの 

(2) 市内中小企業者 前号に規定する中小企業者で、市内に主たる事業所を有するも

のをいう。 

(3) 企業グループ 市内中小企業者の振興を目的として設立された４者以上の中小企

業者で構成されるグループで、その事務局が市内にあるものをいう。ただし、グルー

プを構成する中小企業者のうち２分の１以上は市内中小企業者でなければならない。 

(4) 展示会、見本市等 中小企業者又は企業グループの受注及び販路開拓のために自

社製品、商品又は技術力を紹介するための展示会、見本市等であって、次の条件を満

たすものをいう。 

ア 官公庁等公的機関の主催、共催、後援若しくはこれに準ずるものであること又は

受注及び販路開拓の機会として出展の効果が高いものであると市長が認めるもの

であること。 

イ 当該年度に開催されること。 

ウ 市が補助をしている団体等が開催するものでないこと。 

（補助交付対象者） 
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第３条 第１条に規定する補助金の交付の対象となる者は、市内中小企業者又は企業グル

ープとする。ただし、次に掲げるものを除く。 

(1) この要綱により補助金の交付を受けようとする展示会、見本市等へ出展する経費

について、国又は県の補助金の交付を受けようとしている者又は受けた者 

(2) 市税（国民健康保険税を含む。以下同じ。）滞納者及び市税未申告者 

（補助対象経費及び補助率） 

第４条 補助金の交付対象経費及び補助率は、次の表のとおりとする。ただし、消費税及

び地方消費税相当額は除くものとし、同一の市内中小企業者及び同一の企業グループに

対する補助金の交付は、当該年度において２回までとする。 

対象経費 補助率 

(1) 展示会、見本市等の

出展小間料 

(2) 展示会、見本市等の

出展小間内装飾経費 

(3) 展示会、見本市等の

出展物搬出入経費 

(4) その他出展に対する

直接経費（展示する製品

又は商品の試作、製造又

は購入に係るものは除

く。） 

市内中小企業 (1) 対象経費の２分の１以内（情報サービス

業を行う者にあっては３分の２以内。）。た

だし、国内展示会にあっては20万円（当該年

度における２回目の補助金の交付にあって

は、10万円）、国外展示会にあっては40万円

（当該年度における２回目の補助金の交付に

あっては、20万円）を限度とし、1,000円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

(2) 前号の規定にかかわらず、オンラインに

よる展示会、見本市等にあっては、対象経費

の10分の10以内。ただし、１事業者当たり10

万円を限度とし、1,000円未満の端数は切り

捨てるものとする。 

企業グループ 対象経費の２分の１以内（情報サービス業を行

う者にあっては３分の２以内。）。ただし、40

万円（当該年度における２回目の補助金の交付

にあっては、20万円）を限度とし、1,000円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、茅野市受

注及び販路開拓支援事業補助金交付申請書（様式第１号）を、申請しようとする展示

会、見本市等が開催される２週間前までに次の書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金事業計画書（様式第２号） 

(2) 茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金収支予算書（様式第３号） 

(3) 展示会、見本市等の内容が確認できる書類、パンフレット等 

(4) 直近の市税の納税証明書 

（交付決定） 

第６条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査を行
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い、茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により、申

請者に通知するものとする。 

（変更等の承認申請） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）

は、交付決定の通知を受けた後において、補助金交付申請の内容及び補助対象経費の変

更をしようとするとき又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、茅野市受

注及び販路開拓支援事業補助金変更承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、承認を

受けなければならない。 

（変更後の交付決定） 

第８条 市長は、前条の変更等の申請があったときは、当該変更内容等を承認するかどう

かを決定し、茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金変更承認決定書（様式第６号）に

より補助対象者に通知するものとする。 

（実績報告書） 

第９条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、茅野市受注及び販路開拓支援事業補

助金実績報告書（様式第７号）に次の書類を添えて市長に提出するものとする。ただ

し、報告書の提出期限は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金交付

決定の通知を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日とする。 

(1) 茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金事業収支決算書（様式第３号） 

(2) 補助事業に要した費用に係る領収書の写し 

(3) 補助事業の展示状況を示す写真（３枚）。ただし、展示会、見本市等の開催日等

が確認できる写真を１枚含むものとする。 

(4) 茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付請求書（様式第８号） 

（交付額の確定） 

第10条 市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、適正と認めたとき

は、補助金の交付額を確定し、茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付確定通知書

（様式第４号）により補助対象者に通知するものとする。 

（報告） 

第11条 市長は、受注及び販路開拓支援事業に関し必要があると認めるときは、補助対象

者に対して意見又は報告を求めることができる。 

（補則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 

前 文（平成16年10月19日告示第220号）抄 

平成16年度の補助金から適用する。 

附 則（平成23年３月29日告示第140号） 

１ この要綱は、平成23年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 
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２ 改正後の茅野市受注開拓支援事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後にされた交付

申請から適用し、施行日前にされた交付申請については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月12日告示第81号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成30年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市受注開拓支援事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後にされた交付

申請から適用し、施行日前にされた交付申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月27日告示第98号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後にさ

れた交付申請から適用し、施行日前にされた交付申請については、なお従前の例によ

る。 

附 則（令和３年３月29日告示第96号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市受注及び販路開拓支援事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後にさ

れた交付申請から適用し、施行日前にされた交付申請については、なお従前の例によ

る。 

附 則（令和３年５月28日告示第148号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に存するこの告示による改正前の様式による用紙は、当分の

間、これを取り繕い使用することができる。 

附 則（令和５年３月29日告示第92号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年３月28日告示第109号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年３月28日告示第97号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

大分類E（製造業） 

大分類G（情報通信業）のうち中分類39（情報サービス業） 

大分類I（卸売業、小売業）のうち中分類56（各種商品小売業）、中分類57（織物・衣

服・身の回り品小売業）、中分類58（飲食料品小売業）、中分類59（機械器具小売業）、
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中分類60（その他の小売業）、中分類61（無店舗小売業） 

大分類M（宿泊業、飲食サービス業）のうち中分類76（飲食店）、中分類77（持ち帰り・

配達飲食サービス業） 
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